
平成 2 7年 1 2月 2 2日

国 土 交 通 省

「旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律の一部を改正する法律の施

行期日を定める政令」及び

「旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律の一部を改正する法律の施

行に伴う関係政令の整備及び経過措置に関する政令」について

１．背景

「旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律の一部を改正す

る法律」（平成27年法律第36号。以下「改正法」という。）が平成27年6月10日に

公布された。

改正法は公布の日から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める

日から施行することとされている。また、改正法の施行により、旅客鉄道株式

会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律（昭和61年法律第88号）の適用対

象から九州旅客鉄道株式会社が除外されることに伴い、所要の措置を講じる必

要がある。

２．概要

（１）旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律の一部を改正

する法律の施行期日を定める政令

改正法の施行期日を平成28年４月１日とする。

（２）旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律の一部を改正

する法律の施行に伴う関係政令の整備及び経過措置に関する政令

改正法の施行に伴い、関係政令について所要の措置を講じることとする。

３．今後のスケジュール

閣 議 平成２７年１２月２２日（火）

公 布 平成２７年１２月２８日（月）

施 行 平成２８年 ４月 １日（金）

問い合わせ先

国土交通省鉄道局鉄道事業課 山影、簗田、西山

連絡先 5253-8111（内線40503、57854、40553）

5253―8538（直通）

 

 


